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「第 43回定時株主総会招集ご通知」の一部訂正について 
 

当社「第 43回定時株主総会招集ご通知」の記載内容の一部に訂正すべき事項がありましたので、ここ

に深くお詫び申し上げますとともに、下記のとおり訂正させていただきます。 

 
記 

 

１．訂正箇所 

「第 43回定時株主総会招集ご通知」24ページ 

（７）使用人の状況（2026年８月 31日現在） 

  ①企業集団の使用人の状況 
 

２．訂正内容（訂正箇所に下線を付して表示しております。） 

（訂正前） 

（７）使用人の状況（2026年８月31日現在） 

① 企業集団の使用人の状況 
 

事業区分 使用人数 前連結会計年度末比増減 

金属加工事業 283 （   47）名 ５名増 （33名減） 

化成品事業 193 （   16）名 27名増 （３名減） 

建設事業 45 （   －）名 ２名減 （１名減） 

ライフスタイル事業 204 （   42）名 13名増 （３名増） 

全社（共通） 16 （   －）名 ３名増 （－名） 

合計 741 （  105）名 46名増 （34名減） 

(注) １. 使用人数は就業員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者

数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２. 当連結会計年度より、株式会社B SLASH HOLDINGS並びに同社の子会社である株式会社ベルフラッツ、株式会社ビーズネクサス及び株式会社ビ

ーズコンセプションを連結の範囲に含めたことに伴い、当社グループにおける事業内容及び経営管理区分を見直した結果、報告セグメントの

名称を従来の「タイル事業」から「ライフスタイル事業」に変更しております。 

また、当該見直しに伴い、従来「その他」に含めておりましたカナエテ株式会社及び株式会社マルトクについても、当連結会計年度より「ライ

フスタイル事業」に含めて表示しております。 

なお、前連結会計年度末比増減については、前連結会計年度の数値を変更後の事業区分に組み替えて比較しております。 

３.化成品事業において、使用人数が前連結会計年度末と比べて27名増加しましたが、主として株式会社泉製作所の技能実習生の業務引継による一

時的な増員であります。 

４.全社（共通）として記載している使用人数は、持株会社である当社に所属しているものであります。 

 

福岡市南区向野二丁目 10番 25号 

日創グループ株式会社 

代表取締役社長 石田 徹 

（問い合わせ先） 

取締役ＩＲ・ＳＲ部長 諸岡 安名 

ＴＥＬ：０９２－５５５－２８２５ 



 

（訂正後） 

（７）使用人の状況（2026年８月31日現在） 

① 企業集団の使用人の状況 
 

事業区分 使用人数 前連結会計年度末比増減 

金属加工事業 219 （   42）名 59名減 （38名減） 

化成品事業 193 （   16）名 27名増 （３名減） 

建設事業 45 （   －）名 ２名減 （１名減） 

ライフスタイル事業 204 （   42）名 13名増 （３名増） 

全社（共通） 16 （   －）名 ３名増 （－名） 

合計 677 （  100）名 18名減 （39名減） 

(注) １. 使用人数は就業員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者

数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２. 当連結会計年度より、株式会社B SLASH HOLDINGS並びに同社の子会社である株式会社ベルフラッツ、株式会社ビーズネクサス及び株式会社ビ

ーズコンセプションを連結の範囲に含めたことに伴い、当社グループにおける事業内容及び経営管理区分を見直した結果、報告セグメントの

名称を従来の「タイル事業」から「ライフスタイル事業」に変更しております。 

また、当該見直しに伴い、従来「その他」に含めておりましたカナエテ株式会社及び株式会社マルトクについても、当連結会計年度より「ライ

フスタイル事業」に含めて表示しております。 

なお、前連結会計年度末比増減については、前連結会計年度の数値を変更後の事業区分に組み替えて比較しております。 

３.金属加工事業において、使用人数が前連結会計年度末と比べて59名減少しましたが、主として2026年６月26日付で株式会社ダイリツの全株式を

譲渡したことにより、連結の範囲から除外したためであります。 

４.化成品事業において、使用人数が前連結会計年度末と比べて27名増加しましたが、主として株式会社泉製作所の技能実習生の業務引継による一

時的な増員であります。 

５.全社（共通）として記載している使用人数は、持株会社である当社に所属しているものであります。 

 

以上 


